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米、ＯＰＥＣプラスに十分な原油供給を再度要請

［ワシントン　１９日　ロイター］ - 米ホワイトハウスは１９日、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなど

の非加盟国で構成する「ＯＰＥＣプラス」に対し、十分な原油供給量を維持するよう再度要請した。

ホワイトハウスのサキ報道官は、米政府は「ＯＰＥＣ加盟各国やＯＰＥＣ全体から、需要を満たすだけの適切な供給

を確保したい」との姿勢を表明。「これまでも彼らにはそう求めてきた」と述べた。

同報道官は１８日、米政府が中国を含む広範な国に対し、協調的な石油備蓄放出を打診したことを明らかにした。

１９日の市場で原油価格は約３％下落し、１バレル＝８０ドルを割り込んでいる。欧州での新型コロナウイルス感染

拡大により景気回復の遅れが懸念されたほか、主要国が原油価格引き下げに向けて石油備蓄を放出する可能性を織り

込んだ。
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日本とカナダ、クリーン燃料の基準策定で連携

経済産業省所管の石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）とカナダ・アルバータ州は、脱炭素に向けて環境負

荷の低い燃料に関する共通基準や二酸化炭素（CO2）排出量の計測ルールをつくる。2022年から協議を始める。世界

的な基準としての普及を目指し、日本企業の「クリーン燃料」の活用を制度面から支える。

化石燃料からアンモニア燃料や水素をつくる場合、製造過程でどれだけ炭素排出量を減らせば「クリーン」とみなせ

るかは国際的に統一された基準がない。CO2排出量の計測方法も共通ルールが未整備だ。一方で欧州では製造過程で

もほとんどCO2を排出しない水素などしか認めないなど、厳しい基準を掲げる動きが出ている。

厳しい欧州ルールに照らすと、燃焼してもCO2が出ない「燃料アンモニア」など日本企業の利用が多いクリーン燃料

が対象外となる可能性もある。日本はアルバータ州とともに国際的なルール作りで対抗。日本企業の脱炭素の取り組

みに合った制度の普及を目指す。

アルバータ州はカナダで最大の石油・天然ガスの生産地域だが、脱炭素に関してもCO2を地下に貯留する「CCS」の

積極的な取り組みで知られる。製造時に排出するCO2を地中に貯蔵する「クリーン」な燃料アンモニアの製造プロ

ジェクトも相次ぐ。

日本勢では伊藤忠商事が26年から、年間100万トン規模で燃料アンモニアの商用生産を始める予定。三菱商事も20年

代後半から年間約16万トンの水素を製造しアンモニアに転換して日本に輸入する計画を掲げる。

JOGMECは、CCSの技術面でも同州と協力する。CO2を貯留後のモニタリングのデータなどを共有する。日本国内は

CO2を埋められる油ガス田が限られるため、アルバータ州や関連企業との連携を通じ、技術向上につなげる。
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政府／経済対策を閣議決定／国土強靱化に５兆円

政府は財政支出が５５・７兆円に上る「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を１９日に閣議決定した。民間支出も含めた

全体の事業規模は７８・９兆円になる。対策の柱の一つとなる防災・減災、国土強靱化対策には事業規模ベースで５・０兆円（財

政支出４・６兆円）を充て、災害に屈しない強靱な国土づくりに万全を期す。経済対策は国内総生産（ＧＤＰ）の成長率を５・６

ポイント押し上げる効果を見込む。　　＝２面に主な施策

　財政支出の国費分は４３・７兆円。うち３１・９兆円を２０２１年度補正予算に計上する。補正予算案は月内に決定する見込

み。来月召集の臨時国会に提出し年内成立を目指す。

　「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」（２１～２５年度）に基づき、気候変動を見据えた府省庁・官民連携による「流

域治水」を展開する。インフラの大胆な老朽化対策やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）も推進。災害を引き起こすリス

クがある盛り土への対策にも取り組む。

　強靱化以外では、経済安全保障の強化に向け先端技術の実用化で５０００億円規模の支援策を講じる。

　経済対策の規模は次の通り。▽分野＝事業規模（財政支出）。

　▽新型コロナウイルス感染拡大防止＝３５・１兆円（２２・１兆円）▽社会経済活動の再開＝１０・７兆円（９・２兆円）▽新

しい資本主義の起動＝２８・２兆円＝（１９・８兆円）▽防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保＝５・０兆円

（４・６兆円）。


